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1最近の人口や経済の動向  

合計特殊出生率の推移と将来人口推計（平成18年推計）における仮定値  

平成17年  

（2005）   （2007）  
（2055）   

中位推計   1．29   125  1．26   

高位推計  1．26   1．32   132  

低位推計  1．27   1．16  1．06   

前回推計  
1．31   

（H14中位）  
1．31   1．31    （2050） 1．39   

実 績   1．26   1．32   1．34  
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最近の物価、賃金など経済の動向  

消費者物価  雇用者  

上昇率 ＋  

雇用者    1人あたり  

する給与  総額   ‖            ②  （②／①）  （名目）  ‖ ：経済成長率  経済成長率  デフレ一夕   
報酬    雇用者報酬  

（前年比、％）  （％）  （％）  

平成10（1998）年  0．6   1．518   0．91   －0．3   －1．3  －2．0   0．0   －1．3   －0．9   

11（1999）   －0．3  －2．0   －1．3   

12（2000）   －0．7  0．5   0．0   

13（2001）   －0．7  －0．7   －1．0   

14（2002）   －0．9  －2．4   →1．8   

15（2003）   －0．3  て －1．5   －1．5   

16（2004）   0．0  －0．9   －1．2   

17（2005）   －0．3  0．8   0．1   

18（2006）   0．3  2．0   0．5   

19（2007）   0．0  0．4   －0．6   

20（2008）   1．4   0．4   0．3   1．515  0．11  507，371  －1．6  －0．7  －0．9   0．5   0．5   

（前年同期比、％）  （％）  （％）  

平成18（2006）年1～3月期  －0．1   0．1   0．3  1．522   1．62   1．2   2．5   －1．3   2．0   －0．1   

4～6月期   0．2  2．5   1．0   

7～9月期   0．6  2．0   0．8   

10～12月期   0．3  1．5   0．4   

平成19（2007）年1～3月期   －0．1  1．0   －0．0   

4～6月期   －0．1  0．3   －0．8   

7～9月期   －0．2  －0．4   －1．2   

10γ12月期   0．5  －0．6   －0．3   

平成20（2008）年1～3月期   0．9  1．8   1．8   

4～6月期   1．4  0．8   0．8   

7～9月期   2．2  0，2   0．1   

10～12月期   1．1   －0．5   －0．9   1．468  0．36  130，051  －3．8  －4，6   0．9   －0．4   －0．4   

（注）雇用者1人あたり雇用者報酬は国民経済計算における雇用者報酬（暦年値）を労働力調査における雇用者数（年平均）で除して算出。  

（出典）総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、財務省公表資料、内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」。   



2 経済前提の設定の考え方について  

長期の経済前提の設定について  

【経済中位ケースの設定】  

（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において議決された「中長期的な物価安定の理解」を踏まえて、   

長期の前提として1．0％と設定。  

（2）賃金上昇率   

名目賃金上昇率（2．5％）＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 実質賃金上昇率（1．5％）   

被用者1人あたりの実質経済成長率を実質賃金上昇率とみており、マクロの実質経済成長率   

から被用者数の変化率を差し引いたものに相当する。   
実質賃金上昇率（1．5％）＝ 実質経済成長率（0．8％）一 被用者数の変化率（▲0．7％）   

の関係であるものと見通して設定している。  

※実質経済成長率の見通しは、日本経済の潜在的な成長力の見通し等を踏まえてマクロ経済  

の観点から整合性のとれた推計（注）を行っている。  
日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長  

軌道に復帰することを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通したもの。  

（注）全要素生産性（TFP）上昇率や資本分配率などのパラメータを設定し、マクロ経済に関する基本的な  

関係式（コブ・ダグラス型生産関数）を用いた推計。  4   



（3）運用利回り  

名目運用利回り（4．1％）  

＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 将来の実質長期金利（2．7％）＋ 分散投資効果（0．4％）  
一 ‾ ■‘■ ●‾ － ■ ■ ■ ■ ■ － ● ■■ 一 一 －■ ■ ■ －■ － ■ － ■ ■ 一 一 1 ■ 一 ■ 一 ■ 、  

′ ヽ  

、狸重野車上週宰野旦込卑J♀ニヱ野1ノ  
将来の実質長期金利 ＝ 過去の実質長期金利 ×′  

過去の利潤率の実績（8．6～9．8％）  （2．4～3．0％）  （2．1～3．0％）  

／  

一－ －－・－－－－・－－－－・・－－・・－－ － － －＿＿＿＿ －ノ＿＿＿＿＿＿●＿．＿＿●＿＿＿ ＿ ＿ ＿＿．＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿．●．＿＿．＿．＿＿ ＿ ＿  

r※将来の利潤率の見込みは、全要素生産性上昇率や資本分配率など： l   ’‾ ’   l‾ ■ ‾ ■    ‾ ‾          ■    ■ ‾’■    ■■－‾‾‾   ‾ ●  －   ‾ ， ● ’‾ ‥‾ －  ▼     l   
を設定し、マクロ経済に関する基本的な関係式を用いた推計値。  

※ 過去の実質長期金利や利潤率の実績は15～25年の期間をとったもの。  

分散投資効果については、全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスク水準の下で  

分散投資した場合の期待リターンを基本として0．3～0．5％と設定。   



長期の経済前提の設定（経済前提専門委員会の検討結果）の詳細  
（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において、「中長期的な物価安定の理解は0～2％程度の範囲内にあり、中心値は大勢   

として1％程度となっている」とされていることを踏まえ、長期の前提として1．0％と設定。  

（2）賃金上昇率   

過去の実績を基礎としつつ、マクロ経済の観点から整合性のとれた推計を行っている。具体的には、マクロ経済に関す   

る基本的な関係式（コブ・ダグラス型生産関数、下式）を用い、①全要素生産性上昇率、②資本分配率、③資本減耗率、   

④総投資率を設定し、長期の平均的な経済の姿としての実質GDP成長率を推定。   

この際、日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長軌道に復帰するこ  

とを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通している。  
l‾ ‾ ‾ ‾ －■ ‾■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ t ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾‘‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ － ■ ‾ ‾ ● － ●－ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾■ － － ■ ‾ ‾ ‾ －－ ■ － ‾ 一 一 － －■ ■  

‡単位労働時間あたり実質GDP成長率 ＝実質GDP成長率一労働成長率  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率＋全要素生産性（TFP）上昇率  
；資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率   
I＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿ ＿ ＿＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿＿＿ ＿＿＿＿ ＿＿＿ ＿ ＿●＿ ＿＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿＿＿ ＿ ＿＿．＿ ＿ ＿＿＿ ＿ ＿ ＿  

推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

（ 

全要素生産   2000年代に入り1％程度の水準まで高まってきているとの分析や、内閣府「日本経済の進路と戦略」参考   

性（TFP）  試算（平成20年1月）等における前提（成長シナリオで1．4～1．5％程度、リスクシナリオで0．9％程度）を勘案   
上昇率  

（3通り）  
して、左記の3通りを設定。   

資本分配率   39．1％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「1一雇用者報酬÷（固定資本減耗＋営業余剰（純）＋雇用者報酬）」により算出。   

資本減耗率   8．9％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「固定資本減耗÷有形（純）固定資産」により算出。   

平成19（2007）年度  

23．0％   
総投資率  緩やかな低下傾向にある過去の実績傾向を対数正規曲線により外挿。  

平成54（2042）年度  

18．6％  

△0．8％  

労働成長率   （平成27（2015）～  
平成18年12月の人口推計と平成20年3月の労働力需給の推計を基礎として、雇用の非正規化が進むこと  

51（2039）年度平均）  
等を踏まえて、マンアワーベース（総労働時間）の労働投入量を推計。  6  



〔推計結果〕（平成27（2015）～51（2039）年度の平均）   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率 0．7％   

単位労働時間あたり実質GDP成長率   1t9～2．1％程度   1．5～1．7％程度   1．1ん1．3％程度   

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   1．8～2．0％程度   1．4～1．6％程度   1．0～1，2％程度   

名目賃金上昇率   2．8～3．0％程度   2．4～2．6％程度   2．0～2．2％程度  

※ マクロでの実質GDP成長率は、TFP上昇率の各ケースに対してそれぞれ、1．2％程度、0．8％程度、0．4％程度と見込まれる。  
※被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率＝単位労働時間あたり実質GDP成長率＋被用者の平均労働時間の変化率  

名目賃金上昇率＝物価上昇率（1．0％）＋被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   

（3）運用利回りは、「物価上昇率＋実質長期金利＋分散投資による追加的な収益率」により設定  

2015～2039年度の利潤率（B）  
・実質長期金利＝過去の一定期間における平均実質長期金利×   

過去の一定期間における利潤率（A）  

※ 過去の一定期間は、25年間（1982－2006）、20年間（1987－2006）、15年間（1992－2006）の3通りとした。  

・利潤率＝資本分配率×GDP÷資本ストック ー資本減耗率  

・上記算定式中の項目について、推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

分散投資による   0．3～0．5％   積立金の全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスクの下で最も効率的な   

追加的な収益率  ポートフォリオを設定した場合において想定されるもの。下限はさらに保守的に設定。   

9．8％（1982－2006）  
利潤率（A）  9．4％（1987－2006）  

8．6％（1992－2006）  

3．03％（1982－2006）  
平均実質長期金利  2．48％（1987－2006）  

2・14％（1992－2006）   

〔推計結果〕   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率、0．7％   備考   

利潤率（B）   10．3％   9．7％   9．1％   平成27（2015）～  

実質長期金利   2．55′・′3．18％   2．41～3．01％   2．28′、′2．84％   51（2039）年度の平均  

名目運用利回り   3．8～4．7％   3．7～4．5％   3．6′・■4．3％一  7   



諸外国の公的年金の将来見通しにおける経済前提について  

○ 国により、制度内容、財政見通し期間、積立水準、積立金運用方法等が異なり、様々な   

経済前提設定がされている。  

○ 経済前提の設定手法については、情報公開が進んでいるアメリカに関するもの以外は、   

十分に把握できていないところであるが、総じて過去実績の傾向を基に設定しているよう   

に見受けられる。  

○ 国際機関において年金の将来見通しが作成され、その前提についての設定手法が開示さ   

れている例があり、このうちEU委員会では、マクロ経済に関する関係式が用いられている。  

アメリカ   カナダ   イギリス   フランス   ドイツ   スウェーデン  

2007年信託基金   第21回レポート  2000年国民保険基金  2006年3月における  2005年年金保険   2006年年金制度  
報告書   2004年12月   長期財政見通し   年金の見通し   幸艮告書   年次報告書   

財政見通し期間  75年間（短期は10年  60年間   概ね45年間   中期は5年間、長期は  
間）   15年間   

経済前提  （蔭「車両打  （賃金上昇率3とおり）  て膏畜王夏蚕i亘裏り）  て蜜画二高車二番葡シ  

（最終的な数値）  ナリオ）  

物価上昇率   1．8％、2．8％、3．8％   2．7％   2．5％  

賃金上昇率（名目）   1．5％、2．5％、3．5％  

（実質）  1．2％   1．5％（2．0％）   1％、1．8％、2．5％  2％、1．8％、1％  

運用利回り（名目）   

4．1％   3．5％  5．5％、3．25％、1％  

（2007年）   年）   ともに賦課方式で運  制度ともに賦課方式  （2005年）   （実質）      3．6％、2．9％、2．1％          育水準（現時点）  年間支出の3．5倍  年間支出の4イ菖（2006  基礎年金、付加年金  基礎的制度、補足的  月間支出の約0，1倍  年間支出の4．5倍              （2005年）  
営   で運営  一ぺ、▼  

立奄蓮南方頭  窟募蘭書  雇音■葡衰専  

（注）「運用利回り（実質）」は、「運用利回り（名目）一物価上昇率」である。  
8   



3 内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」抜粋  
（平成21年1月16日 経済財政諮問会議提出）  

Ⅰ．試算の考え方と主な結果  

4．主な結集  

ほ甘柑年に世界経済が髄鞘に回議する場合）  

世界撞演が混乱を脱し、2朋時には、我が迎脚及び世界脚が膿調に回読し、   
その後も、世界級済が持続的に成長する場合には、加‖年産以臥我が周縁済は   
安定的な鹿榊こ移行し、歳出蔵人面での政策対応の違いによって将はあるが、   

級2％台隣組て、平  

（川10年に世界鞋済が患周磯する場合）   

’  

る増創封ま、紬1一年度以降、我が国経済も高い成長が実瀾し、歳出歳入面での鼓   

が期待される。   

く紺10年になっても世界経済が底ばう壌含）  

世界総演の混乱が続くことで景気後退も深刻化・農期化し、政策効果も十分に発   
現しない場合には、我が届経済は低成長が続き、歳出歳入面での政策対応の違い  
によって障はあるが、概ね、美質鹿震率は平均で椚も台後半あるいはそれ以下、名  
目成長率は、0％程度を経て、平均でも0恥普半ば舶あるいはそれ以下にとどまる  
と見込まれる。  

あ楓蝉の鍬その噂対  

1．叢太的考え方  

に  

なっていること、また、世界軽濱が大きく変動し、農期にわたる蟻達約な潮流ま化も生じていることか  
ら、経済及び財故について様々なせ定をヨ虹lて試算する曾   

2．終演親藩  

20】0年世界経済  20柑年世界経済   世界経済  
帳綱回復   急回復   鹿ぱい縫鏡  
シナリオ   シナリオ   シナリオ   

の混 世界軽清か混乱き  世界轄漕が早期に  世界粒湧乱が   脱し、2¢10年には我  混乱を脱し、20沌年  続くため、我が国の  
が逆縁済及び世界鞋  には我が脛経済及び  土気後遺も深刻化・  

世界経済                       済が順調に回復  世界経済が息回復・  
高成長を速げる   

全章衆生虔性  
tTFP）  
上昇率   

労働   女性・高齢者に加え  女性・高齢者を含め   
参加率  女性・高齢者で上昇         てそれ以外でも上昇  全てで現状水準一定   

3．財政想定  

（1）社会榊機能強化   

①社会保障の機能強化を㌢中期プログラム』のエ儀表を踏まえ一定の億定に基づ書軍規   

②基礎年金郎庫負捜都合の2分の1への引上げ、高齢化の進展に伴い白熱こ増加する公   
費負換のみ対応  

（2）消費税率く注）   

（酢消費税率を据え覆き   

②飽11年度から2013年度にかけて3％引上げく紋真の枇上毎年度1％ずつの引上げを想定）   

③加11年度から紬15年度にかけて5％引上げキ紆の便宜上毎年度1％ずつの引上げをを定）   

④却I1年廉から2馴一年度にかけて7％引上げ（試算の便量上等年度1％ずつの引上げを惣勤   

①却13年醜から烈日沖射こかけて5％引上げく賦距離上皇研稚拙ニ3％、紬妹鮒雄まに1％ずつ価引上げを無意〉   

⑥紺l＄年度にら鵜引上げ  

闇汁静率や時期闇、あくまで脚の優温上雛いた想定である。  

（3）畿出のパターン  

細川＝馴1年度）  く加1之零度臥捧）   

①▲lヰ．8兆円歳出削減＆非社会保障議出名ヨ縦横ばい   

②▲1＝兆円歳出削減＆非社会像陣繊出物価上昇率亜増加  

Ⅱ．試算の方法  

（1）試算は、マクロ経済（GDP、物価専〉、財政及び社会像弾の相互連関を考慮した計  ㌻かなる立程式  
暮モデルく経済財政モデル（卸鵬年度版）jモ推計式と定♯式ら連方体  
系Hを基礎としている。  

ほ）したがって、成長率、物価及び金利などは前提として設定したものでばなく、財政等  
の姿との相互連関を踏まえて得られたものである〃  

く引証算は誤差を伴っており、相当の幅蓉もってみるぺきであるや   



Ⅲち試算結果（グラフ）  

Ⅳ．試算結果（計数衰）  
パターンの違いによる比穀（マクロ  

トト1．20沌年世界経済順調回復シナリオ  く3つの繊済想遼）  

20tO年世界経済麒爛寓揉シナリオ  
2¢IO年せ界経済急廊譜シナリオ  
世界経済腹ばい♯続シナリオ  

電共通のせ髭）  
社鐘保障の機能強化をr中期プログラムjめエ程嚢を踏まえ一定の償還に基づき実施  
201】餓廉からヱ（＝5年度にかけて消費税率5％引上げ（拭算の僅宣上犠掌度1％ずつの引上Ifを想食）  

（ただし、「踵ばい線緋シナリオjは油井税串を引き上げず、基礎年余弘羅員撥割合の2分の1への  
引上げ．蔦齢他の進展に伴い色熱こ増加する公費免槻のみ対応．）  

く2つの鍍出バターン）  

（甜，¢，i妙‖年度～  f2012ヰ鷹揖絆〉  

社会保薄：社会保障の機能強化をぎ中期プログラムぷのエ程表を蕗まえ  
一定の仮定に基づき実施  

消費税▲20！1年廉から2015年度にかけて消費税率5サ絹き上げ  
繰出パターン：▲lヰ．3兆円織出削減＆非社会像陣蔵出名日額横ばい  

【マクロ経済の姿】  
（％鞋匿〉、i割GDP比．％機虎】、鬼門程度  

加珊年度  掛澗年度  2018年度  2011年度  ヱ別5毎度  ‡0柑年度  
（辛酸0年度j  （寧或2！年度き  （平成芝2年廣j  （平成ヱ3年度j  く平粛ア年度ブ  く平成3¢年度ブ   

潜在成長率   El．3）  キ1部  （1．3）   （1＿2）  （1朋  く1＿1）   

実算成長率   （▲0．8）  （0．8）  （1．5）   （l▼ヰう  ＼1＋5）  （1．2）   

名ヨ成長率   （▲1．3〉  く0＿1）  ‖＿郎   （2ヱ）  〔3．0）  （2．9）   

名目GDP   髭博一ヰ  510．2   519．ヰ   5ユ0，8   5t娼＿7   8こ泊＿診   

物価上昇率  

凛♯電物価   （1－3）  く▲8，ヰ）  く0▼幻   （1一ヰ）  （2ぷ  （ヱ，3）   

匹内企業栂   （4．1）  く▲2．1）  （▲1，郎  （▲0．1ヨ  （1．9）  （1＿5）   

GOPデフレ一夕ー   r▲仇郎  で0．1〉  （0．3〉  く0，7〕  rl．郎  い．Jl   

尭全集業平   rヰ，2）  （4．7ラ  （ヰ．6）   （ヰ．引  （ヰ，0）  （3．3）   

名目長期金利   （1．引  （1、1）  （1．4）   （1，了，†  （3．8）  （り）   

部門別庵支  

一般政府   i▲5．8】  【▲6．9j  【▲8．0】  ［▲5＿り  【▲3．2コ  【▲乙ぢ】   

民間   匝．幻   【10．5ヨ   L9★5】   ［計り   t8★7〕   【8＋Z〕   

海外   【▲3．5】  【▲3ぷ  ［▲3．5】  【▲ヰ朝  〔▲5、5コ  【▲5．6］   

▲暮ヰ．3メ転円▲出削減 ＆非社食保障ま出名目凛横ばい  

▲ll′ヰ兆円＆出削ま ＆非社食保障繰出物価上昇率應増加  
叫 グラフ上†まロ印  
叫 グラフ上はム印  

異質成長率  
コ．¢  

乙5  

と○  

1．5  

l、¢  

OS  

8¢  

Q点  

1．む  

l、5  

亀頭旗シナリオ  

軌ま搬シナ冊  

■＃ 

幽  如   佃   血   糊  凄敵†  細  澗  RI3昏  Ⅳl亨  芥rlブ   抑】  義1●   抄1さ  刑   罰‡l  卸†暮  

tl■＝l■■】い ■■廿 ■l■I■▼■l▼l■lt▼■．入11 ■■∫●－ ■■jJ■l甘 pl：▲▼■Jlて▼■∫■、▼■】】■■】● ■■∫●J■■t  

名自成長率  
5、D  

4、5   

1、①   

コ，5   

0＿¢   

2，S   

2カ   

1．5   

1，8   

8】5   

ひカ   
乳＄   

1．D   

l．5  

ヰ欄≦  

【濁・地方の財政の姿】  
【対¢DP比，％職度】．粗鋼機鷹  

細髄年儀  2009年度  2018年度  2011年撹  2015年度  20柑年度  
喜平恕8薮度）  〔平成21難度）  く’寧l漁22年度）  f平成23餐庸）  く平彪7鼓滞）  く平鹿ヨ0便許）   

政府艶門収支   ▲28．8  ▲ユ乙5  ▲3¢月  ▲28．8  ▲2l．0  ▲23．1   

（対名目GDf】比）   【▲与十封  ［▲6，ヰ】  ［▲5▲9】  〔▲5ぷ】  【▲3、6】  r▲3．8】   

基礎的財政塵ま   ▲17．2  ▲21、さ  ▲19★9  ▲l与，ヱ  ▲4．9   0，8   

（対名目GひP比）   【▲3．ヰ】  【▲ヰ．之】  【▲8．B］  【▲2★9j  【▲0．8〕  【01〕   

公債等残高   7ヰ乱3 787．ヰ   791．右   舎15．7  引始．9  旨82一之   

（対名目GDP比）   【1ヰ7．り  〔150．現  〔15之」J  〔1毀．TJ  【ほ3．幻  い犯ヰj   

即  馳  洲  旭  測  ‡WJ  騨  ㍊■  加地  】リ1】  Ⅹ川コ  g鯛王  道苅4  。野うi j野増  罰加7  ぶ月計  

■■l●▼■け▼■l■■■＝▼■りlt■－■▼■∫V■■コ 11▲Jご▼■．つ▼■′● ▼lユ■■一1■▲．r ■■一！■13▼ll謹  
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トト乱世界経済底ばい継続シナリオ  トト2．20沌年世界桂済急回復シナリオ  

社会像恥基礎年金国雄負洩割合の2分の1への引上げ、高齢化の進展に  
伴い白組こ増加する公費負捜のみ対応ゆ  

満蒙積：消費税率を据え置き  
麓出パターンニ▲‖．3兆円繰出削減＆罪社食保蒲歳出名目嶺横ばい  

社会保障・社会像陣の機能強化をぎ中期プ○グラムjのエ穏裁を踏まえ  
一定の仮定に基づき実施  

消費税：加11年度から飽柑年度にかけて消嚢税率59‘摺uニげ  
歳出パターン：▲1ヰ．3兆円歳出削減＆非社会保障歳出名日縁組乱＼  

【マクロ経済の姿】  【マクロ経済の輩‡  
（‰澄ま）、i対6Dp比，％磯ま】、兆円頓廣  t鞄犠虔）、‡対GDP比、鳩虎】、兆円糧虞  

2α埼年度  2脇年度  飽18年度  2011年虔  2015年鷹  立研8年度  
（早紀8年廣，）  〔平成21祖師  く平成之2年鹿き  渾域欝凱射  く平成之】年度〉  く平成ヨ¢年度）   

潜在成長率   （1．3〉  く1▼2〉  （＝】1  く8－8〕  ＝】．1）  川㈱   

薬東成農率   く▲0劇  （▲0，8）  （▲0．1〉  （0必  （1＋l）  川㈲   

名自戒長澤   （▲ト3）  （▲1．0）  （▲0．1）  （▲06）  ＝、2）  （1．3）   

名目GDP   試泊．ヰ  5糾．5  58之5  49乳空  王泊2÷ヰ  添加．8   

物価上昇率  

満蒙議物価   （I．3）  く▲や．郎  （▲0▼3）  （▲0．ヰ）  （08〉  （】．3）   

濁内企業輌   （■．1）  （▲之．郎  （▲1，郎  （▲1．弟  （8．1）  用．ヰ）   

G【）Pデフレーター   l▲¢．5）  そ▲8．2）  （▲0．釘  （▲08）  （Ol）  ‖】．7）   

発会失業率   ＝は）  ギ4．7〉  （ヰ．釣  （ヰ，鋸  （5．現  （4．釦   

名目長期金利   rl．5）  （1朗  （1．31 （1ぷ  （1劇  （2，郎   

部門別収支  

一般政府   【▲5．8】  t▲7．幻  〔▲6．＄J  t▲…1  【▲丁ぷ  【▲7．幻   

民聞   【g．司   廿8．8j  い¢．勾  【】0．幻  頼嘲  匝胡   

議舛   【▲．3．5］  t．▲3月  【▲銅】  【▲3。3】  【▲3．喝  【▲2。2〕   

ll，；て、と  却個年度  ‡810年鷹  2別1年虔  2別5年虔  20柑年度  
く平舶碑よ）  膵・縄担l年度〉  璽平成2乏年度‡  （平癒2豊年度）  く平艇！年度）  も平成8碑よ）   

潜在成泉率   （1．3）  く1．3〉  （1刃   （1叔  ＝劇  rl．7）   

実賞成鳥率   （▲0．鳥）  川畑   （2．鋸   （2．3）  （2胡  〔1潮   

名臣成よ畢   く▲1胡  （8．1）  （8．帝  （3．5）  （ヰ．2）  （き．釦   

名目GDP   Ⅸ招．ヰ  510、2   ＄2邑8  54ヰ。2  那旧二8  7‡汚。2   

物価上昇率  

漬井着物価   （1．3）  （▲軋串  （8．3）  （＝il  （之、8）  〔2．5）   

厚内企業物価   くヰー1）  （▲之．り  （▲1潮  （8Ll）  （乙3）  （1十8）   

GDPデフレーター   （▲0．封  （8．り   く0、5）  （1ヱ）  tl＋9）  （1．9）   

発会失業率   （4＿2）  （4．丁）   （ヰ．6）   （4．ヰ）  （3，2）  （2．3）   

名8最期金利   （1．5）  く1．1〉   （1。根  （2＿3）  （ヰ．ヱ）  仁5．3）   

部門別収支  

一般政府   〔▲58】  【▲8ぷ1  【▲5．刀  【▲4＿舅  【▲用］  r▲0，5】   

民価   乳胡   い0▲舅  t9－31   匝飼   r8．了ヨ   建部   

海外   【▲3、5】  【▲3．＄】  【▲3朝  【▲ヰ∬］  【▲5，1】  【▲t8】   

【国・地方の財政の輩】  【寧・地方の財政の姿】  
‡対GPp比、鵜穫慮Jぺ兆円線度  夏対GDP比、％線度】、鬼門穏廣  

之㈹年度  却（怜年度  2鋸8年虔  2011年度  2815年虔  2¢柑年度   宅平】鑑20餐療）  （寧・鮎1裁離さ  （平癒22年j℡〉  壬平癒班オ）  一撃舶了亜鷹〉  で平癒38、年度1   
政府漁門収支   ▲28★8  ▲㌫‡．ヰ  ▲；氾．0  ▲31、9  ▲35．0  ▲38、5   

（封名目G【）P比）   r▲5，3】  【▲a8】  E▲6．覇  【▲8．現  【▲7朗  〔▲7，明   

基経的財政収支   ▲17．2  ▲22．5  ▲ヱ2，1  ▲28．9  ▲2≡▲8  ▲21．5   

（対名目GDP比）   【▲3▲ヰ】  E▲4．舅  E▲ヰ．4コ  【▲l粟  【▲ヰ．＄ヨ  【▲ヰ．1〕   

公債等残高   7ヰ乱3   了8TA  丁93．7   822．9  84臥8  1州．1   

く対名目GDP比）   【絹7．1】  E15乙り  ［158ご朗  【1駒鳥】  【18金胡  【201．現   

頚髄華農  如縛年度  281D年度  2別1年度  281＄年度  如柑年度   ぐ平成28錐靡き  （平慮之1錐オち  （寧慮2ヱ年鷹う  f率鮎3鋸オ）  t中山†t■1  一年感30年虔）   

政府髄門収支   ▲Z8．石  ▲3ヱ．5  ▲ヱg、了  ▲ヱヰ．5  ▲1t7  ▲1ヰ．ヰ   

（対名詞GDP比）   t▲5胡  ［▲6．4】  E▲5。6】  【▲ヰ．覇  〔▲2．3】  t▲2胡   

基礎的財政収支   ▲1丁＿2  ▲ヱ1．8  ▲18．8  ▲1乙8   5．5   15．8   

（対名自GDP比）   【▲3、ヰ】  〔▲ヰi幻  【▲3．句  ［▲2▼8〕  紅9〕   【且幻   

公債等残高   7493   了8了ゝヰ   丁80．8   81さ＿1   881■   924－8   

（対名目GDP比〉   【川丁．1】  【1即．4】  い50．羽  ［川9、ヰユ  【139、了】  r181，1】  

11   



り寸鋒）主要な前提  

tl〉マクロ鮭まに■するもの   

り2810年せ葬蔵珊蕾旗シナリオ  

群生産性汀FP）上昇率   
・足元の低い水準（200ア年度（平成‡締漁）：8．7恥極度きで当面椎＃した後、拍】0年度〔平成㍑年度）かち拍1噛  
ま（革新締度対こかけて、蒼．猟棲ま（賢無償闇H第l凋川路鳴第膵軌凱i批難2月の省から紬02鋒1月の呑  
まで）を考慮した過滋の串均）にまで珠々1こ画繕し、その後横ばいさ  

濃章労動力   
・「日本の将来維新人口（平成18年ほ月経計）j（鞠立社裁健陳・人口彿蟻研究所）の出生中位（死亡中位）を利  
用。  

・労鵬市増教養を受け、女性（2か柏ま）及び商お憑‡紗鴻ヰ裁きの性別年相磯別労働参加率が上界〔例えば  
撼ペ輔敵女恨の労触参加率瑠．2舶ヲ年度（準掛9年鹿〉の糾隠棲廉から鋤1純度将威3締ま〉の了ヰ鳩度ま  
で様々に上昇）。その他む性別醐☆別労輌細事は足元の水準で横ばい。  

環i世界経済等   

・美東成長率〈日本の輸出先豊艶10カ掬〉  
帥肝の世相清見通し‡餓樽率軟〉及び開披澄く創X暗寧il月）をもとに、2減額度‡平成21年度j年率糾％、2別8  
年ま【平成乏2年度）年率乙1％の後、2¢11年度（軍船年度〉以降、革串3J％程度で推移廿  

・紺上昇率  

助粁の世界凝済見通しミ2∝憶等級〉をもとに、2∝悌年度く平成21年窪）年輩∃一7％、ヱ0】時窪（甲敵ヱ年度）年率  
＝拍引払後、組11年度（率成2遥年度）以降、秘事し摘線度で推移セ  

・将油釦欄  
加齢の世糠漬見通しく乱舶衛枚〉をもか＝、2既婚率度く平鹿21年譲甘年率▲83恥の後、調l㊥年度宅翠戒朗年度）  
以降ヱ引3年度（平成25年ま〉まで年率e．6％程度で上計Ⅷ紺塵農以計上記物価上昇率と伺革で推移。  

・為替レート  
㍑］0年度（平成畏年度）以降、寮賞為椴レート机短期的には内外念利壷の甜を射ナつつ、長紺釣に岬澄  
（物添上昇車格差を相投するようにま勤〉。   

耳jその他   

・2∝蛤率ま（平成飽年度〉、ヱ00昏年度（琴線2】年産）の経済成長畢及び物価上昇凄等は、一軍成21年度の経済見  
通しと経済相運営の基本的態度く淵沌堵く串成2晒〉12月沌転職凛了解頼こよるく後出の世界縁粕ばい擬  
続シナリオのヱ∝旭年度（平成ヱ1年度〉についてほこの放りではない瞥）。  

2ほO10年世相摘復シナリオ  

上記1）との違いは以下の通りぞ   

く焉】農産性汀FPほ昇率   

・2別由隼撞（率成2皇帝まきから2（〉り年度澗成2時度〉にかけて1．51枯権産まで徐々に上昇Lその後積ばしヽ。  

しヱ第■力   
・上転1）で上昇を憑寵した以外の性別樟相棒削労働参加率も徐々に上昇む  

猛】世界経済等   

・実貧成長幸  
拍才臼年度（平成22革度〉終車乱渦の後、2811年鹿ち尊慮ヱi年度き以降、年率4，重％程度で推移ヨ  

12   

（注）  

1＿ 消費者物価指数は、絶食（金環）である℡  

2、部門別収支は、華氏経済計∫におけるr純貸出／純繚入jである。  

3．政府紆門収支は瑠民経済針暮におけるr純貸出／純増入jである。また基礎的財政収支lま政府  
部門収支から純利払いく利払いマイナス利子受け取研せ控醸したものである甘栗た、躍・地方とも  
一般会計も瞥通念鮒）以外に一部の特別会計簿を計む  

4′ 2∝略年度く平成用年度）、ヱ∝鳩年度（平成20年鹿）、2009年ま（平成ヱ1年度）及び2810年廉く平成  
22年ま〉の政府紡門収支及び基磯的財政収支については、財政投融資特別会計財政融資賃金  
勤定（200＄年度（平成18年度）においては財政融資資金特別会計）から許債豊壌基金特別会計  
又は一級会計への繰入れ零を控除したものである智  

5－ 公債専残高は、書道露償、地方債及び交付税持会稽入金の会針であるヰなお、2∞7年鹿（平成   
19年痩）に一般会計に承鮭された交付税韓怠惰入金く正負穐分）に関しては、指標の道鏡珪を維  
持するために引き嶺き公旗等残高に鮒上。  

6． 四の仙般会計に示した地方交付税等は、いねゆ患交付税特会の入口ベースの隠であり、地方  
の讐述食酢に示した臆は出口ペースの随である。幾組ま、交付検精舎における傭人、利払い等  
に相当するク  




